
 
 

 

 

 

 

 

 

 

介護人材に求められる機能の明確化

とキャリアパスの実現に向けて 

（案） 

 

 

 

 

 

 

平成 29年 月 日 

社会保障審議会福祉部会 

福祉人材確保専門委員会 

第１１回社会保障審議会福祉部会 
福祉人材確保専門委員会 
平成２９年９月２６日 

資料１ 



 
 

  



1 
 

 はじめに  

○ 2015年（平成 27年）における介護人材は、約 183万人となっており、2000年（平成

12年）の介護保険制度創設時の約 55 万人から一貫して増加し続けている状況である。 

  しかしながら、平成 27 年６月 24 日に公表された「2025 年に向けた介護人材にかか

る需給推計（確定値）について」では、2025年における介護人材の需要見込みは 253.0

万人、現状推移シナリオによる介護人材の供給見込みは 215.2 万人と推計されており、

約 38万人の需給ギャップが生じることが見込まれている。 

こうした状況において、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮

らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援

が包括的に確保される体制である「地域包括ケアシステム」の構築を実現していくにあ

たり、介護サービスの提供を担う介護人材の確保に取り組むことは喫緊の課題である。 

 

○ 当専門委員会では、いわゆる団塊の世代が全て75歳以上となる2025年を目途として、

「地域包括ケアシステム」の構築を実現していく際に必要となる介護人材の確保のため

の具体的な方策について議論を行い、平成 27 年２月 25 日に「2025 年に向けた介護人

材の確保～量と質の好循環の確立に向けて～」をとりまとめた。 

当該とりまとめにおいては、介護人材確保の具体的な方策を示したところであるが、

限られた人材をより有効に活用するため、多様な人材層の類型化・機能分化を進めるこ

とや介護福祉士の専門職としての社会的評価と資質を高めるための具体的な方策につ

いては、平成 27 年度以降に検討を進めることとしており、検討にあたっては、介護現

場における介護人材の配置状況や業務の実施状況等の実態を把握・検証した上で、具体

的な検討・整理を進めることとした。 

 

○ こうしたことから、当専門委員会では、平成 27年度に老人保健健康増進等事業（※）

において実施された介護現場の実態調査の結果を踏まえ、介護人材の機能分化として、

介護現場の中核を担う介護福祉士に求められる機能や必要な能力などについて議論を

行うとともに、前回のとりまとめで示した、介護人材の構造転換（「まんじゅう型」か

ら「富士山型」へ）について、目指すべき姿の実現に向けた具体的な方策についても議

論を行った。 

 ※ 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「介護人材の類型化・機能分化に関する調査研究事業

報告書」 

 

○ この報告書は、平成 28年 10月５日より、○回にわたって行われた委員会での議論を

とりまとめたものである。 
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 総 論  

１ 介護現場における業務実態等について 

（１）介護職の業務実施状況 

○ 介護事業所における介護職の業務の実施状況を見ると、介護に関する資格を有して

いない者、介護職員初任者研修修了者、介護福祉士の間で明確に業務分担がされてい

るような状況は見られず、サービス間や提供するケアの内容で差異はあるものの、そ

れぞれの者が同様の業務をほぼ毎日（毎回）実施している状況である。 

※ ただし、この状況については以下の点に留意する必要がある。 

・ 小規模の事業所では、実際に業務を分担できるほどの職員数がいないこと 

・ 訪問系サービスについては、移動時間が発生することや１人での訪問となることから、

一回の訪問時に複数の業務を実施する必要があること 

・ 通所系及び施設系サービスでは、起床、食事、就寝等の業務のピークタイムが存在し、

介護職員が総出で複数の利用者に介護を提供する必要があること 

 

○ 介護保険の理念である利用者の尊厳ある自立した日常生活を支援していくには、多

職種によるチームケアが重要となる。その際、利用者に関わる介護職は、介護職のグ

ループとして同じ方向性で介護を提供することが重要であり、そのためには、介護過

程の展開（アセスメント→介護計画の作成→介護の実施→モニタリングによる評価→

必要に応じて介護計画の見直し）において、介護計画に沿った介護が提供されている

かどうかの進捗管理が必要となるが、現状では、自らの役割として介護過程の展開に

中心的に関わっている介護職は少ない。 

 

○ また、介護過程を展開していくにあたっては、情報収集や情報共有を図りつつ、利

用者の自立支援に向けたより良いケア方法の提案といったことも重要となるが、外部

からの情報収集やより良いケア方法の提案を常に行っている介護職は少ない状況で

ある。 

 

（２）介護事業所における管理者の認識 

○ 介護事業所における管理者の認識では、認知症の周辺症状のある利用者やターミナ

ルケアが必要な利用者など特定の利用者への対応、介護過程の展開におけるアセスメ

ントや介護計画の作成・見直し、他の専門職種や外部の機関・事業所からの情報収集、

より良いケア方法の提案といった業務には、介護福祉士の資格を有する者等が積極的

に関わるなど、少なくとも介護福祉士が備える専門性をもって業務に従事することが

求められるとの認識が高くなっている。 

 

○ また、介護職のリーダーに求められる能力として、介護職の方向性を統合できる能

力や介護職を教育・指導することができる能力、個々の介護職の適性に応じた業務を
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与えることができる能力といったことが挙げられているものの、それらの能力を十分

に発揮できているとは言えないのが現状である。 

 

（３）介護事業所における取組事例 

○ 介護職の指導・育成や介護過程の展開の重視、キャリアパスの構築などに取り組ん

でいる事業所では、以下のような特徴が見られる。 

・ 自立支援の考え方や観察のポイントを徹底するため、サービス提供責任者等のリ

ーダー的な者が同行して観察のポイントや心身のアセスメント（できることの見極

め）を現場で指導 

・ 職員間のケア内容を統一するためのミニカンファレンスや、ケアマネジャーへの

情報提供など、多職種との連携による重度化予防を重視したケアの実践 

・ 介護職のグループによるケアの実践では、リーダーの力量が大きく影響するため、

その役割と求められる能力を明確化し、キャリアパスの内容に反映 

 

こうした介護現場の実態を踏まえると、介護人材に求められる機能の検討にあたっては、

業務内容に応じた各人材層の役割・機能に着目するのではなく、多職種によるチームケア

を推進する上で介護人材に求められる機能や必要な能力、キャリアパスを明確化するなど、

目指すべき全体像とその実現に向けた方策を検討する必要がある。 

 

２ 目指すべき全体像について 

（１）多様な人材が関わる介護現場の目指すべき全体像 

○ 平成27年６月に公表された「2025年に向けた介護人材にかかる需給推計（確定値）

について」によると、2025年には約38万人の介護人材を追加的に確保する必要があり、

そのためには、介護未経験者を含む介護人材のすそ野を拡げるとともに、介護分野で

の定着を促進していく必要がある。 

 

○ 介護保険制度においては、訪問系サービス、通所系サービス、居住系サービス、入

所系サービス及びそれらを一つの事業所で提供するサービスといった様々な介護サ

ービスが位置付けられており、介護職に求められる役割や能力は、それぞれの介護サ

ービスにおいて異なることもあるため、利用者に対するサービスの質を向上させてい

くためには、各人材の意欲・能力に応じて、キャリアアップを図っていくことが重要

である。 

 

○ 介護分野においてキャリアを積み上げて行く際には、例えば、利用者のＱＯＬ（生

活の質）の向上に資するエビデンスに基づいたより専門的な介護の提供や他の介護職

に対する教育・指導、他の専門職種との連携といったキャリアに応じた役割が求めら

れる。 
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○ こうしたことを踏まえると、目指すべき全体像は、介護人材のすそ野を拡げ、介護

分野に参入した人材が意欲・能力に応じてキャリアアップを図り、各人材が期待され

る役割を適切に担っていけるような姿となる。 

 

○ また、こうした全体像の実現にあたっては、介護職が利用者に対するケアやそれに

関する業務に専念できるよう、介護職の役割を明確にし、利用者に直接かかわらない

業務（例えば、事業所内における事務、清掃や洗濯等）を他の人材に委ねていく取組

を進めることも必要である。なお、こうした業務を通じて利用者の生活の変化を捉え

るという視点も必要であり、このような情報については、介護職等の間で共有される

ような体制を整えることが重要である。 

 

（２）実現すべき介護の提供体制 

○ 今後、介護サービスの利用者がさらに増加していく中で、利用者のニーズは複雑

化・多様化・高度化していくことが見込まれ、限られた人材で利用者のニーズに対応

していくためには、それぞれの介護職の有する知識・技術を効果的・効率的に活用し

つつ、介護職がグループで関わっていくことがますます重要になると考えられる。 

 

○ 多職種によるチームケアの実践にあたり、介護職には、介護未経験者から介護福祉

士まで多様な人材がおり、それぞれの人材が有している知識・技術に応じて役割を担

うこととなる。こうした中で、利用者の尊厳と自立の支援に向けて、利用者本位の介

護の徹底と提供する介護サービスの質のたゆまぬ向上が求められ、グループ内の介護

職に対する指導や助言、サービスが適切に提供されているかの管理など、人材及びサ

ービスの質のマネジメントを担う者が必要である。 

 

○ 介護分野における介護職として従事している介護福祉士は、平成27年10月時点で約

78万人おり、介護職員の約４割を占める状況である（なお、平成27年９月時点の登録

者は約140万人）。この介護福祉士の評価としては、介護報酬におけるサービス提供

体制強化加算として、介護福祉士の配置割合が一定割合以上の状況を評価する加算が

設けられており、資格を有する者が存在することそのものを評価していることから、

介護の専門職として担うべき役割がある。 

 

○ こうしたことを踏まえると、利用者の多様なニーズに対応できるよう、介護職のグ

ループによるケアを推進していくにあたっては、その中でリーダーの役割を担う者が

必要であり、その役割を担うべき者としては、介護福祉士の中でも一定のキャリアを

積んだ（知識・技術を修得した）介護福祉士が適当である。 
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 各 論  

１ 介護職のグループにおけるリーダーについて 

（１）リーダーが担うべき役割と求められる能力 

○ 限られた人材で効果的・効率的に介護を提供し、介護職がグループで提供する介護

サービスの質を向上させるとともに、介護福祉士の社会的評価を高めるためには、一

定のキャリアを積んだ介護福祉士がリーダーとして担うべき役割等を明確にすると

ともに、ストラクチャーとプロセスの両面の観点からその役割が発揮されるための環

境作りをする必要がある。 

 

○ 高度な知識・技術を有する介護の実践者としての役割と求められる能力 

介護ニーズの複雑化・多様化・高度化に対応していくためには、より専門的な知識・

技術が必要となることから、多職種と連携しながら、様々なニーズを持つ利用者への

対応といった役割を果たすべきである。 

具体的には、認知症の症状に応じた対応、医療やリハビリの必要性が高い方への対

応、終末期の方に対する看取りを含めた対応、障害の特性に応じた対応、複合的な支

援ニーズを抱える家族等への対応といった役割がある。このため、利用者の心身の状

況等に係る観察力、利用者の状態に応じて適切な対応ができる判断力、認知症の症状

や病状等に応じた介護等を提供できる業務遂行力、様々な職種と連携しながら栄養状

態の把握や口腔ケア、機能訓練などの業務を遂行できる多職種連携力といった能力が

求められる。 

 

○ 介護技術の指導者としての役割と求められる能力 

多職種によるチームケアの中で、介護職がグループとして利用者に対する質の高い

介護を提供するため、グループ内の介護職に対し、個々の介護職員の意欲・能力に応

じて、利用者のＱＯＬ（生活の質）の向上に資するエビデンスに基づいた介護サービ

スの提供に向けた能力開発とその発揮を促す環境づくりの役割を果たすべきである。 

具体的には、グループ内の介護職に対する能力開発（介護技術の指導や助言）やそ

の能力を引き出す支援（適切な業務・役割の配分やスーパーバイズ）といった役割が

ある。このため、利用者のＱＯＬ（生活の質）の向上に資するエビデンスに基づいた

介護技術の指導・伝達により後進の育成ができる指導力、個々の介護職員の意欲・能

力の把握とそれに応じて能力を開発していく人事管理能力といった能力が求められ

る。 

 

○ 介護職のグループにおけるサービスをマネジメントする役割と求められる能力 

利用者の尊厳と自立を支援するためには、介護計画等に沿った介護サービスの提供

と、サービスの質の把握・改善等のマネジメントが行われる必要がある。このため、

リーダーは、介護職のグループの中で介護過程の展開における介護実践を適切に管理

する役割を果たすべきである。 
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具体的には、介護過程の展開における介護実践の管理、グループ内の介護職のフォ

ロー、様々な職種や機関からの利用者に関する情報収集と共有、介護職のグループか

らの情報提供といった役割がある。このため、介護計画等に沿った介護が提供されて

いるかをそのサービスの質とともに把握し、その向上・改善に向けた対応ができる力、

多職種・多機関の間で適切に情報のやりとりができる連携力といった能力が求められ

る。 

 

（２）介護職のグループにおけるリーダーの育成 

○ リーダーは、前述のとおり、介護職のグループによるケアを推進していく者であ

り、その役割を担うにあたっては、観察力、判断力、業務遂行力、多職種連携力、

人材及びサービスのマネジメント力など多様な能力が必要となる。こうした能力に

ついては、理論的な知識・技術の修得に加えて、現場の実践の中でそれらを深化さ

せていくべきである。 

 

○ このため、資格取得の過程において理論的な知識・技術を修得する介護福祉士が

リーダーを担うことが適当であり、介護福祉士がその役割を適切に担えるようにす

るためには、現場での実践を通じて育成していくことが必要である。なお、育成に

あたっては、介護福祉士養成施設等における教育力を活用することも考えられるの

ではないかとの意見があった。 

 

○ このリーダーの育成にあたっては、担うべき役割に応じて必要となる以下のよう

な専門分野の知識・技術を個別に修得できるようなものとすべきである。 

① 高度な技術を有する介護の実践者としての役割を担うにあたっては、「認知症

や障害特性等に係る知識を個別支援に活かす視点」、「自らのケアの実践を振り

返り、深化させるための実践研究の方法」、「医師、看護師、リハ職等と連携し

てケアを提供する際の視点」等を修得できるような育成内容とすべきである。 

② 介護技術の指導者としての役割を担うにあたっては、「利用者のＱＯＬ（生活

の質）の向上に向けたエビデンスを適切に伝えるためのコミュニケーションの方

法」、「個々の職員の能力や特性を見極めるための人材アセスメントの方法」等

を修得できるような育成内容とすべきである。 

③ 介護職のグループにおけるサービスをマネジメントする役割を担うにあたっ

ては、「介護職の力量に応じた業務の割り振りなどの人材マネジメントの方法」、

「介護過程を管理するための実践を評価する方法」、「グループ内のサービスの

質を改善するための問題解決と分析の方法」等を修得できるような育成内容とす

べきである。 

 

○ なお、介護分野や障害分野など、サービスの違いによって、施設・事業所の規模、

ユニットや単位は異なることから、リーダーが束ねる介護職の人数は、各サービス
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や施設・事業所の実情等に応じて決めることが適当と考えられる。 

この点に関して、 

・ リーダーは、５人から10人程度の介護職で構成される小規模な単位のリーダー

達に対して、介護過程の展開に係るスーパーバイズ等を実施するということを考

えると、３ユニット程度の規模を束ねるのが妥当ではないか、 

・ 小規模多機能型居宅介護や定期巡回・随時対応型訪問介護看護などのサービス

においては、利用者本位のサービス・人材のマネジメントが図られやすく、既に

現場の裁量度の高いチームケアが実践されている事例もあり、また、組織やチー

ムのモデルも多様であることから、リーダーに一律に研修を課すようなことはせ

ず、柔軟に対応することが必要、 

・ リーダーには、介護福祉士として５年程度の実務経験が必要ではないか、 

との意見があった。 

 

○ また、リーダーとして必要な能力を修得した後も継続的に資質を高めていくこと

により、高い専門性を持ってケアを提供する介護の実践者、管理職や施設長といっ

たマネジメント職、介護分野における教育者や研究者といったキャリアパスを進ん

でいくことが考えられる。 

 

２ 介護福祉士に必要な資質について 

○ 介護福祉の専門職である介護福祉士には、現場のケアの提供者の中で中核的な役割

を果たすことが求められるとともに、認知症高齢者の増加や高齢単身世帯・高齢夫婦

のみの世帯の増加、世帯構成の変化、社会経済状況の変化、障害者の社会参加や地域

移行の推進による地域で暮らす障害者の増加などに伴う生活支援も含めた介護ニー

ズの複雑化・多様化・高度化に対応できる必要がある。 

   また、介護福祉士が、日常生活を営むのに支障がある方に対する介護の提供や、本

人及びその介護者に対して介護に関する指導を行うことを業とする者であることを

踏まえると、本人の尊厳ある自立した日常生活の支援に向けて、本人のエンパワメン

トを意識した支援や、家族の介護と仕事の両立の視点も踏まえた家族の介護負担の軽

減に資する助言を行うことも必要である。 

   さらに、介護予防の観点から、対象者の状態を維持・改善していくような支援も介

護福祉士の役割である。 

 

○ 一方、介護福祉士が主に関わる介護分野や障害分野においては、逐次、制度改正が

行われている状況である。 

   例えば、介護分野においては、介護保険制度改正により、24時間対応の新たなサー

ビスや看護職との連携がより強く求められるサービスの新設などを行うとともに、介

護保険法において、地域包括ケアシステムの構築を推進していくことが明記されてい

る。 
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また、障害分野においても、障害者自立支援法から障害者総合支援法に変わり、

基本理念として、日常生活及び社会生活の支援が、共生社会を実現するため、社会

参加の機会の確保及び地域社会における共生、社会的障壁の除去に資するよう、総

合的かつ計画的に行われることを新たに規定するなど、高齢者や障害者などを取り

巻く社会状況の変化に対応した制度改正が行われている。 

 

○ こうしたことを踏まえると、介護福祉士に必要な資質として求められるのは、介

護職のグループの一員として中核的な役割を担うケアの提供者としての素養や各種

制度における制度改正を踏まえたケアの提供者としての素養である。こうした素養

については、介護福祉士の資格取得の過程において学んでおくべきものであること

から、現在の養成課程におけるカリキュラムについて、社会状況等の移り変わりや

制度改正等を踏まえた内容に充実していく必要がある。 

 

○ 養成課程におけるカリキュラムを充実させるべき点として、例えば、現行のカリ

キュラムでは十分に学べるものとなっていないリーダーシップやフォロワーシップ

については、介護福祉士が介護職のグループの中でリーダーの下に専門職としての

役割を発揮していくために必要な内容である。 

また、今後、認知症高齢者の増加に伴い、認知症の方への支援のあり方も本人の

意思（思い）や地域とのつながりなどを重視する支援へと変わってきており、認知

症ケアの重要性がますます高くなってきていることから、認知症に関する学習内容

の充実が必要である。 

さらに、介護ニーズの複雑化・多様化・高度化への対応を踏まえると、適切に利

用者等のニーズ・課題を捉えた上で支援を行っていく必要があることから、介護過

程の学習内容の充実も必要である。この介護過程については、個別ケアの実践が適

切に行われるようアセスメント力を高めることが重要であり、利用者本人の心身の

状況にかかるアセスメントだけでなく、本人の生活の場である地域や集団との関わ

りといった社会との関係性も含めたアセスメントについても十分に学んでおく必要

がある。 

この点について、家族の介護負担の軽減に資する助言ということでは、介護休業

制度に関する知識や家族支援に係る知識なども必要であり、介護保険制度だけでな

く、社会保障制度全般についてある程度の知識を学んでおくことが必要ではないか

との意見があった。 

このような知識については、現場での実践に結びつけていくことが重要であり、

介護福祉士の資格を持つ者が実践力を高めるためには、養成課程の中で学んだ知識

を統合化し、現場で活かすための実践教育も必要である。 

なお、このようにして身につけた能力は、通常の日常生活における支援だけでな

く、災害時の支援にも有効なものであり、非常時における専門職としての役割の発

揮も期待される。 
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○ また、利用者の生活を地域で支えていくため、「通い」を中心として、要介護者

の様態や希望に応じて、随時「訪問」や「泊まり」を組み合わせてサービスを提供

する小規模多機能型居宅介護の増加や定期巡回・随時対応型訪問介護看護等の新し

いサービスの創設など、介護分野や障害分野における制度改正等の内容を踏まえる

と、利用者の生活を地域で支えていくためには、これまで以上に医師、看護師、リ

ハ職など様々な職種と連携しつつケアを提供していく必要がある。こうした多職種

によるチームケアなどの重要性については、以前から言われているものの、十分に

実践できているとは必ずしも言えない状況があることから、多職種連携を意識した

事例検討を積み重ね、介護実習の際に実際のケアカンファレンスの場で確認すると

いうことも必要である。 

 

○ こうしたことから、今後、介護福祉士に求められる資質について、養成課程で修

得することができるよう、現行のカリキュラムの見直しを検討すべきである。 

なお、見直しにあたっては、既存のカリキュラムにおける教育内容も見直し、内

容の統合を行うなど、養成施設等や学生に過度な負担とならないよう留意すべきで

ある。 

 

○ なお、カリキュラムの見直しにあたっては、「「地域共生社会」の実現に向けて

（当面の改革工程）」（平成29年２月「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部）

において、「保健医療福祉の専門人材について、対人支援を行う専門資格を通じた

新たな共通基礎課程の創設を検討する。平成29年度に共通基礎課程の検討に着手し、

各専門課程の検討を経て、平成33年度を目処に新たな共通基礎課程の実施を目指す。」

とされていることも踏まえて進めるべきである。 

 

○ また、介護福祉士養成施設等における養成課程は、1,850時間をかけて介護福祉士

の養成に向けた教育を行う重要な位置付けであり、介護の専門性をさらに高めてい

くため、介護の方法や技術について研究を重ねていくことも重要であり、研究の積

み重ねによって得られた結果に基づいた介護の方法や技術があって初めてキャリア

パスの実現にもつながることから、養成課程における教材開発や教育方法など、教

員側の養成も重要である。 
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＜ 求められる介護福祉士像 ＞ 

 

３ 介護人材のすそ野の拡大について 

○ 介護人材のすそ野を拡げ、介護未経験者の参入を促進するためには、介護について

知る機会を設けることで、介護分野への参入のきっかけ作りが必要である。また、介

護分野への参入にあたり不安に感じていたこととして、非常時等への対応、介護保険

制度等の理解、ケアの適切性といったことが挙げられていることを踏まえると（※）、

このような介護分野への参入障壁となっていることを払拭することも必要である。 

一方で、初めて介護分野に参入した人材についても、利用者の尊厳ある自立した日

常生活を支援するためには、制度の理解や介護に関する基本的な知識・技術など、必

要最低限の知識・技術を身につけておく必要もある。 

  ※（一社）日本在宅介護協会「高齢者が働きやすい介護事業に向けて」（平成22年度） 

 

○ こうしたことを踏まえ、現在実施されている130時間の介護職員初任者研修よりも

受講しやすい入門的研修の導入が必要である。この入門的研修の内容については、で

きるだけ基本的な内容とするとともに、介護未経験者が介護分野への参入の障壁とな

っていることを払拭できるような内容とすることが重要であり、介護分野への参入に

あたり課題と感じている、介護保険等の制度に関する内容や、トイレへの誘導等の移

動や衣服の着脱などの基本的な介護の方法、認知症に関する基本的な理解、緊急時の

対応方法などを学ぶことができる内容とすべきである。 

   この点に関して、高齢者支援だけではなく、年齢や疾病・障害の有無等を超えて、

基礎的なケアを担うことができるような内容としていくことも重要ではないかとの

意見があった。 
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○ また、入門的研修の導入にあたっては、介護分野に参入した者がステップアップし

やすいよう、介護職員初任者研修や実務者研修といった既存の研修内容も踏まえ、受

講科目の読み替えが可能となるような配慮も必要である。この場合、受講科目の読み

替えを可能とするためにも、研修の修了証を発行する取扱いとすることが考えられる。 

 

○ 研修時間数の検討にあたっては、受講対象者として想定される介護未経験者の研修

受講の負担を考慮しつつ、一定の介護の質を担保するため、担うべき役割に対して必

要な知識・技術を学べるようにすることが重要との意見があった。 

 

○ なお、入門的研修の位置付けについては、介護分野に参入する際の必須の研修とす

るのではなく、あくまで介護分野に参入するきっかけとするものであることから、任

意の研修という位置付けにすべきである。 

 

４ 医療との役割分担について 

○ 地域包括ケアシステムの構築にあたり、医療と介護の両方を必要とする状態の高齢

者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるようにするためには、

医療と介護の連携をよりいっそう推進していく必要がある。 

 

○ 現在、介護福祉士等がその業務として実施可能な医療的ケアは、喀痰吸引と経管栄

養となっているが、医療と介護の連携を推進していくにあたっては、医療従事者との

役割分担は重要な課題であり、介護福祉士等が医療的な知識等を高め、医療の必要性

が高い方に対しても適切にケアを提供できるようにしていくためには、介護福祉士等

による医療的ケアのあり方は重要な検討事項の一つである。 

 

○ 医療との役割分担に関しては、「新たな医療の在り方を踏まえた医師・看護師等の

働き方ビジョン検討会」において、我が国の医療を取り巻く状況の変化を踏まえた新

たな医療の在り方などが検討された。 

その中では、医療従事者間、介護従事者との役割分担についても議論がなされて

おり、「医療職と介護職との役割分担について、介護職による医療的ケアの現行の

仕組みを丁寧に評価し、これを進めていくべきか等について議論していくことが必

要」との意見や「医療的ケアについては、次第にタスクシフティングを図っている

が、実際には、ニーズがあるのか、また、どのようにニーズが決まっているのか、

などはちゃんと精査する必要があるのではないか」といった意見があった。 

こうした意見を踏まえ、当該検討会のとりまとめにおいては、 

・ 今後、在宅においても更に医療的なニーズが増大することを踏まえ、介護従事者

が能力と意欲に応じ、生活の場における健康管理・疾患管理の視点を身につけるこ

とに加え、日常的に現場で必要となる簡易的な医療的ケアを行えるよう、研修制度
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を含めた環境整備を図ることも重要である。 

・ 具体的には、現行のたんの吸引及び経管栄養等の実施を着実に行っていくため、

多くの都道府県において介護従事者が医療的ケアについて研修できる機関が少な

い現状を改め、研修実施機関の数の拡大について検討するべきである。また、特定

の者に対する研修を複数受け、一定の医療的ケアの経験のある介護従事者等であれ

ば、不特定多数の者に対する研修を免除すること等についても検討が求められる。 

・ 併せて、このような役割分担に当たっては、介護従事者と連携する医師や看護師

によるリスク・マネジメント体制の構築が不可欠である。特に、医療的ケアを行う

ことにより、徒に介護従事者の心身の負担を増幅することのないよう、国民のニー

ズ等も踏まえながら丁寧に議論しつつ、さらなる医療行為の拡大を検討していくべ

きである。 

とされている。 

 

○ 当専門委員会では、日常生活を支援する中で、必要なものについては検討の余地が

あるのではないか、関係者の意見を聞きつつ丁寧な検討が必要ではないかといった意

見や、質の担保など現状がどうなっているかを踏まえた検討が必要ではないかといっ

た意見があり、介護福祉士等による医療的ケアについては、慎重な検討が必要との意

見が多かった。 

 

○ こうしたことを踏まえ、介護福祉士等による医療的ケアについては、喀痰吸引や経

管栄養の医療的ケアを必要としている利用者に対して、質・量ともに対応できている

か、喀痰吸引等研修の体制が十分に整備されているかといったことについて、速やか

にその実態を把握した上で検討すべきである。 

 

５ 介護人材のキャリアパスについて 

○ 介護人材の確保にあたっては、介護人材のすそ野を拡げ、介護未経験者を含む多様

な人材の参入を促進するだけでなく、それぞれの人材の意欲・能力に応じてキャリア

アップを図っていけるような仕組みなど、介護分野に参入した人材が定着していくよ

うな環境作りが重要である。 

 

○ 介護事業所における介護人材の育成にあたっては、「介護プロフェッショナルキャ

リア段位制度の在り方に関する検討会における議論の取りまとめ」（平成２８年３月

３０日）において、「人材育成の方法の多様性を認めた上で、これまでの介護キャリ

ア段位の取組みを踏まえれば、 

・ 介護の手順・基準の明確化、 

・ 個々の介護職員の介護行為の確認を担当する人員の養成及び配置、 

・ ＯＪＴにおいて目視により必要な手順・基準に沿った介護行為を習得したことを

確認すること、 
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・ 職場におけるキャリアパスの明確化 

  等が人材育成に有効である」とされており、キャリアアップの仕組みを検討する際に

は、こうした視点も視野に入れることが必要である。 

 

○ また、介護分野に参入した全ての人材がキャリアアップを目指す必要はないものの、

介護福祉士の資格取得やさらなる専門性の向上を目指す人材について、意欲・能力に

応じてキャリアアップし、各人材が期待される役割を担っていけるようにするために

は、介護の専門職である介護福祉士の中でも一定のキャリアを積んだ介護福祉士がリ

ーダーとなり、介護職のグループ内で指導・教育やフォローを行うなど、介護職がグ

ループで提供する介護サービスの質の向上を図るとともに、人材の定着が図られるよ

うにしていくべきである。 

  この点に関して、介護福祉士の役割を明確にすることは重要であるが、介護報酬や

配置基準への反映といったインセンティブも必要、キャリアパスを明確にし、客観的

な評価と処遇を結びつけていくことが必要といった意見があった。 

 

○ このため、介護分野への参入のきっかけとして、必要最低限の知識・技術を修得す

る機会を設けるとともに、介護福祉士の資格取得後も本人の意向に応じて、リーダー

に必要な知識・技術を働きながらでも身につけていけるよう、分野毎（科目単位毎）

に修得できるような現場での実践過程における研修プログラムを検討すべきである。 

 

○ このように、介護人材のキャリアパスの実現にあたっては、介護未経験の者であっ

ても、安心して入職し、介護福祉士の資格取得やさらなる専門性の向上を目指す者が

その目指すべきキャリアに応じて専門性を身につけていくことができるような仕組

みとしていくべきである。 

 

 

 おわりに  

○ 当専門委員会では、平成 27 年２月 25 日にとりまとめた「2025 年に向けた介護人材

の確保～量と質の好循環の確立に向けて～」において、引き続き検討事項となっていた

事項について議論を行い、介護人材の構造転換（「まんじゅう型」から「富士山型」へ）

を実現するための具体的な方策をとりまとめた。 

 

○ 国においては、このとりまとめを踏まえて、その具体化を図っていくことが求められ

る。その際、制度面や報酬面での介護事業所に対するインセンティブの付与が必要とな

る場合には、関係の審議会で検討を進めることが重要である。 

  このように、関係する審議会において必要な検討が進められ、当専門委員会の意見が

各種制度に反映されることにより、2025年までに「地域包括ケアシステム」の構築を実

現するにあたり、必要な介護人材の量と質の確保につながるものである。 
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○ なお、新たな医療の在り方を踏まえた医師・看護師等の働き方ビジョン検討会では、

医師の勤務実態や、働き方の意向・キャリア意識を正しく把握することを目的に、医師

の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査を実施し、今後の地域における医療従事者

の需給推計や医療提供体制の在り方の検討に活かすことが提言されている（※）。 

介護においても、「今後高齢化により介護ニーズが高まる中で、一層の労働力確保、

職場定着、働き方改革等が課題であることから、この医師に対する働き方実態調査と同

様に、介護従事者に対する働き方実態調査を実施して、地域、年齢、職種等ごとの働き

方や採用・離職の状況・理由等について把握し、あるべきビジョンの策定や具体的対策

の検討に活用していくべきである」と提言されていることを踏まえ、既存の調査も活用

しつつ、介護人材の働き方の実態やキャリアに関する意向などの調査・分析を実施し、

今後の介護人材確保対策の検討に活用していくべきである。 

 ※ 厚生労働省「新たな医療の在り方を踏まえた医師・看護師等の働き方ビジョン検討会 報告

書」（平成29年４月６日） 


